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ソ連のマクロ経済指標の統計分析
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1. はじめに

一市

本稿は，一連のソ連経済統計の研究の一環をなすもので，前回のベノレキン表1)に関して

とくにストック関係統計の抜本的改善を計った。 この改善に大きく役立ったのは， C. B. 

Ka3aH~eB の最近の研究(後述)である。これを利用して，ソ連の『国民経済統計年報』の

ストック関係統計を相互に関採づけ，実際の経済分析に対しどのように統計数字を利用し

うるかを示すことができたと思う。それでもなおデフレータ一関係の資料は依然として不

明な笛所が多し、。本稿の後半では， ソ連経済の効率分析を日本と比較する形で行なった。

一連の興味ある事実を示すことができたように思うが，これを手始めとして，こんご産業

構造の分野にまで、分析の歩を進めたく考えている。

2. カザンツェフの統計データ!こついて

C. B. Ka3H~eB のマクロ経済分析比ソ連経済学者の中でも，実際の統計データを自分

の分析目的に合わせて加工し，再生産構造を全体として分析しようとする数少ない実証分

析の試みの一つである。最近のソ連の経済分析では，序々にではあるが，公式統計を利用

して経済の実態に迫る試みが次第に増加してはいる O しかし兄.B. KB包ua の，フォン

ド集約度の動態分析に代表されるように，その多くは，実証分析であっても部分分析であ

る。一方，再生産構造を全体として分析する研究の多く拭， 5.瓦.I1caeBの「資材-資金

総合パランス表J(CBO.llHbI詰 MaTe抑制bHOやsHaHCOB封負 6a.naHC，CMφE) の研究を始めと

して，その殆んどすべては，経済表示方法の研究であって，その中に実際の数字が挿入さ

れていない1)0 B.瓦 EeJIK聞の最近著 Alooe.llb“δoxoiJ-mooapu"u 6a.llanc napoonozo 

x0351iicmea， M. 1978.も同様で，その多くは，仮定の数字 (YCJIOHBOe可HCJIO)である。 A.

EMeJIbSlHOB グループの計量モデ、ノレ戸p-1，yKp-2は，ウクライナ共和国の実際データを

用いた数少ない実証モデソレで、あるが，それでも統計観念の相互関係の解明には，あまワ有

用ではない九要するに，ソ連経済の実証分析に際し，殆んど唯一の基礎データとしての

1) Wスラヴ研究JINo. 26拙稿を参損されたい。
1)日3Ml1(中央経済一数学研究所〉での見聞く1981年 2丹〉によれば， CMφB fこ実欝の数字を挿入
した経善寺表は. ここ 20年以上にわたり， 内部資料として毎年作成されているとのことであった。

公表が切望されるところである。

2) yKp-2の計量モデルは，yKp-1を拡大し，多部門分析による産業構造分析を可能ならしめるもので，
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望月喜市

Fソ連邦の経済一統計年鑑JI(HapodHoe X03flUCm80 CCCP 8 19xx Z.， cmamuCmUrteCKU 

fie:JICezodHU1C以下 <H.X. 19xx)と略記)の統計数字と， ソ連の経済学者が発表するマク
ロ分析モデルとが結合していないのである。たとえば，ベノレキ γの「所得一高品」バラ γ

スに登場する減耗補填(B03脱出偲HeBblOblTIDI)，基本修理{問問時品闘員予eMOHT)などと

いう概念は，経済学的にははっきりしていても，能者については経済統計集に掲載されて

いなし、のである。逆に，公式統計集には記載されていながら，それが経済の再生産構造上

どのような位量を占めるのか，類訟の経済指標間でどのような相互関係をもっているのか

不明な概念も多し、。

以下では，カザンツェフの研究に依拠して，この側面の若干の解明を試みる。

C. B. Ka3aH1leB の最近書 MaKpO.MOde.!lUp08aHUe paCUlUpeHHOZO 80CnpOU380dcm8a， 
HOBOα6却 CK，1980に登場するマクロ経済指標システム (αCTeMaMmφ03KOHO捌可ec胞は

sOKa3a党.7IeH， CMn)で用いられている経済指標にはつぎのものがある。

L:物的生産部門雇用数

X:社会的総生産物〈生産高〉

C:物的支出総額〈中間財〉

S:純輪出〈ループル建て) +損失

U::最繋生産物総額

YI:生産的国民所得総額

Y:利用富民所得総額

XI:社会的生産物の第 I部門生産高

XII:同上第立部門生産高

B: :補填フォ γ ド額

o:期末国定生産フォ γ ド在高
払:向上機械・設備在高

o2: I司上建物・構造物在高
Ao:国定フォンド増加額

Jo1 :同上機械・設備
dO2:同上建物・構造物

K:生産的投資〈担し投資一般としても利用している〉

p:労働生産性〈総生産高による〉

ム:労揚生産性〈生産国民所得による〉

P2 :労動生産性〈利用国民所得による)
b:フォンド生産性(総生産高による〉

b1: ;機誠・設犠生藍性(総生産高による)

b2 :建物・構造物生産性(総生産高による〉

br:フォンド生産性〈利用国民所得による)

101本の構造方程式， 101の内生変数〈工業12，農林業14，建設 13，運輸・通信 15，商業・公共

食堂13，その飽の部門 12， 経揖全体指標22)，の他， 26の外生変数からなる， 中型の計量毛デJレ

である。
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ソ連のマクロ経法指標の統計分析

k:フォンド装備度

k1: :機誠・設嬬装備度

k2 :建物・構造物装錆度

C:原料集約度(総生産物単位当り) (中間財投入度と同乙概念)

m: I京材料費と在車の増加J率{総生産物単位当り，ただし未完成投資残の増加を

捻く)

r: I苫定生産フォ γ ド減耗率

r1 : 向上機械・設婦について

r2 :向上建物・構造物Iこついて

R:酉定生産フォンドの減耗額

民:向上機械・設備について

R2 :向上建物・構造物について

V:国定生産フォ γ ドの導入額

V1 : 向上機械・設錆について

V2 :向上建物・構造物について

17:未完成投資増加額

1 :未完成投資の増加額/固定生産フォンド導入額

d:減髄号室却率

d1 :向上機械・設備について

d2:向上建物・構造物について

D:減髄償却額

Dl :同上機械・設備について

D2: I司上建物・構造物について

ND:減倍償却資金による臣定生産フォ γ ドの蓄積額

NP:向上機按・設錆について

JVf:向上建物・構造物について

NY:国民月号得による毘定生産フォンドの蓄積額

Nf:向上機械・設需について

lvf:向上建物・構造物について
N:生産的蓄積額

n:生産的蓄積率

向:向上回定フォ γ ドについて

科:向上流動フォ γ ドについて

M: I票材料費と在庫J需要(未完成投資在高を除く)

-JM: I原材料費と在庫jの増加額(未完成投資額の増加を除く〉

H:流動フォンドの蓄積額

Q:新国定フォンドの割合

Ql:向上機械・設積について

Q2 :建物・構造物について
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P:予備の増加額

カザγツェブは以上の統計概念を用いて，諸指標関の相互関係を次の 64笛の方程式で

表現しため。 この方程式自身は簡単自明のものであるが，この一連の方程式の中から，従

来必ずしも明らかでない統計指標のいくつかの概念を確定することができる。

φ(t)=L(t)k(t) ; (14) フォ Y ド在高=労鏑力×プオ ~r装構度

X(め=φ(t)b(t); (15) 総生産高=生産的フォシド在高×フォ γ ド生産性

φ1(t)=X(t)jb1(t) ; (16) 第 I蔀門フォシド在高=総生産高÷第I部門フォ γ ド生産性

九(t)=t1J(t)一φl(t); (17) 第E部門フォ Y ド在高=ブオ ~r在高一第 I 部門フォ Y ド在高
dφ(t)=φ(t)ーφ(t-1); (18)¥ 

dφ1(/)=φ1(/)一φρ-1); (19)~ フォシド増加額(.:1φ〉の定義式
dφ2(/)=.:1φ(1)-.:1φ1(/); (20)1 

R1(t)=t1J1(t-1)rl(t); (21)¥ 
! ォγ ド減耗額 (R)に関する計算

Rl/)=t1J2(t-1)r2(t); (22)~ 
(Rは t1J-1に減耗率をかけたものに等しいR(t)= R1(t) + R2(t) ; (23)1 

D1(t) =φt(t-1)d1(t) ; (24)1 
i減個撲部額 (D)に関する計算

D2(/)=t1J2(t-1)d2(t); (25)~ r D は φ-1に減価賞却率をかけたものに等しい
D(t)= D1(t) + D2(t) ; (26)J 

Vt(t)=Rt(t)+.:1φl(t) ; (27)， 
V2(t)=R2(t)+sφ2(t); (28)~ 固定生産フォ γ ドの導入額 (V)
V(t)= V1(t) + V2(t) ; (29)J 

Nl((t)=Dt(t)-Rt(t); (30)l減踊号室却資金によl
NI!(t)= D2(t)-R2(t); (31) ~る盟定生産フォ ~~=D-R
ND(t)=N，!(t)+N~(t); (32)1 ドの蓄積額 (ND)J 

NT(t)= .:1φ1~~~- l'!r~~~; ~~3~1 菌民所得による酉1 =.:1φ-ND=.:1φ+R-D 
NiCt)=ßφ2(t)-N~(t); (34)~ 定生産フォ~ t-'の}一N ;'è;)=~i(;;+;';'f(;);' è;~)( 蓄積額 (NY). -~ f or NY  +D=sφ+R  

p(め=V(t)l(t) ; (36) 未完成投資増加額 (p)=屈定フォ γ ドの導入額 (V)x1 

K(t)= V(t)+ p(t) ; (37) 生産的投資 (K)=V +p= VC1+1) 

Q(t) = [V(t)jφ(t)] x 100% (38)¥ 
Ql(t) = [V1(t)jt1J1(t)] x 100% ; (39) ~新国定フォ γ ド比率 (Q)=Vjφ
Q2(t) = [V2(t)jt1J2(t)] x 100% ; (40)' 
H(t)=.:1M(t)+ p(t); (41) 流動フォシドの蓄積額 (H)')= r原材料在車・商品在薄」増+

未完成投資増

(42) r原材料費と在庫j需要=総生産高 (X)x票料集約度 (m)
(43) 物的支出総額 (C)=r原材料費と在庫j需要一「累材料・商品在

庫j増
最終生産物 (U)=x-c-r純輸出+損失J(s) 
利用国民所得 (Y)=U-D

生産富良月号得(九)=Y十S

第I部門生産高 (XI)=r票材料費と在庫J需要(M)+生産的投
資 (K)十予備の増加 (P)

(48) 第 II部門生産高 (XII)

(49) 生産的蓄積総額=K+P+.:1M-D(49その抱の式より誘導〉

(50) 補填フォ γ ド(B)=物的支出総額 (C)十減価償却 (D)

(51) 労動生産性 (ρ)=フォシド装婿麦 (k)xフォシド生産性 (b)

(52)) 
}労蘭生産性定義式

(53)) 

M(t)=m(t)X(t) ; 

C(t)=M(t)-11M(t) ; 

U(t)=X(t)-C(t)-s(t); (44) 

Y(t)= U(t)-D(I); (45) 

巧(t)=Y(t)+s(t); (46) 

XI(t)=M(t)+K(t)+P(t); (47) 

XII(t)=X(t)-XI(t)-S(t) ; 

N(t)= Y(t)-XII(t); 

B(t)=C(t)+D(t) ; 

ρ(t)=k(t)b(t) ; 
向。)=Y1(t)/L(t) ; 

ρ.J..t)= Y(t)jL(t); 

めこのうち最初の 13偲は，当面不必要であるから，省略した。

4)くH.X.)統計の「流動フォンドの蓄積額jの中には， r国家予措Jの増加額が入っていると考えら
れるくくH.X. 75) c. 566)。ところがカザンツェブでは，この点を分離して扱っている。以下では
記号 11M'，M'をもって， r患家予儲の増」を含まない親念として照いる。

に
り



ソ連のマクロ経済指標の統計分析

by1(t)= Y1(t)!φ(t) ; 

by(t)= Y(t)/o(t) ; 

b2(t)=X(t)/φ2(t) ; 

k1(t) = O1(t)/L(t); 
klt)=φ2(t)!L(t) ; 

c(t)= C(t)/X(t) ; 
r(t)= 100%R(t)/φ(t-1) ; 

d(t) = 100%D(t)/φ(t-1) ; 
角的=100%NY(t)/Y(t); 

町(t)=l∞%N(t)/Y(t); 
匁2(t)=n(t)-n正t).

(54)， 
(55)~ フォ γ ド生産性

(56)' 
(57)) 
} ォシド装錆度

(58)) 

(59) 資材・原料集約度

(60) 居定生産フォシド減耗率

(61) 直定生産フォシド減極積却率

(62) 生産的園定フォシド蓄積率

(63) 生産的蓄積率

(64) 流動フォ γ ド〈生産的〉蓄積率

上式にもとづいて，諸指標関の先決・非先決関係を示す流れ図〈第 1図)を作成した。

図中の矢印の方向は，事態の因果関係を示すものではなく，統計データとして第一次的に

確保しやすい指標(この場合は 10系列〉を先決変数とし， それから派生する指標をどの

ような願序で確定するかを示したにすぎなし、。この図における数値は，注記したように，

第 1表の項番号と，同表の 1975年の数鐘を示している。この表は，すべて 1969年比較価

格表示によるものとなっている。周知のように，ソ連の統計集では，所得統計は経常橿格

〈当年価搭〉で表示され，建設統計(投資，酉定フォンドの導入額，期末固定フォンド有

高など)は不変価搭で表示されているため，両者を統一的に捕えることは(両者を矯渡し

するデフレーターが明示されていないので)難かしし、。その上，比較調格系列で発表され

ている指標群では，比較髄格の基準年が変化したり，国定資産の再評価がるったりするの

で，それを調整する仕事もまた必要となるが，不十分な注記のため，その作業は困難を極

める。このよう主点を含めて カザソツェフがどのような調整を第 1表で行なっているか

を検討する。

回…1CHn (J)決定径路
「一週

γ 

(定時 ; 工?

iipぺ27田
守エ(fJZ

~巴TT叶;:

(判

日 534汁ぉ)‘
- 17ー

鰐 18'L1
196.11q8は項番号
T一一一 Lは項記号

96. 1は 1975年の

数値(第 1表より〉

Eコは先決変数
C Jq内生変数
矢印は先決変数から従露変

数への思果系郊を示す。

⑤は関係数字の合計を，

eは同じく差引を示す。
数値は第 1表の 1975年の

数字を示す。この表では，

P の位置づけが不明であ

る。
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Table 1悶民経済指標群 (CHn) 〈単位 10億ループノレI1969年価格による)後

調官 • 名 |桝|蜘11962 面下山 I1蜘七時 1叩 11蜘 11鯛 |ω 1 1!m1即 11973 11釧 11例|桝
社会的総生態物(x) (1) 351 370 3i!!1 417 448 必4 524 邸調四

潮来関:iE7 才 ν ド(!:EJ量的) (') (2) 232 258 滋i3 3ll 344 針。 399 必J2
さ色 度 的 投 . (K) (3) 31.7 34.1 36.4 40.7 43.8 46.6 印.2 54.8 
利 用 間 ~ 所 得(y) (4) 156.4 165.4 170.3 185.8 197.4 211.3 匁7.1 24.4. 8 
流動ァ* Y r増加分 (H) (5) 9.2 8.8 7.4 10.9 11.8 11.5 13 14.5 
米完成投資の場加 (p) (6) 5.1 2.5 2.3 4.9 5.1 5.5 8.6 
純 '由 防 と 損 失(，) (7) 1.9 2.2 2.4 1.6 3.0 3.2 4.0 4.5 
物的生産官官門労働力(百万人) (L) (8) 79.9 80.5 81.4 82.3 84.7 85.6 86.5 87.5 
間民ま野得働賢官による関定7ォγド諸積 (NY) (9) 18.2 21.3 20.4 22.5 20.5 21.9 22.7 23.9 
固定 7 * Y ド場加 (4') 10 19 26 25 28 33 m 29 33 
闘:iEフ才 ν ド(稼働)導入術 (v) 11 26.6 31.6 総.4 38.4 総.9 41.5 44.7 46.2 
悶定フォ Y ド減耗術 (R) 12 7.6 5.6 10.4 10.4 5.9 15.5 15.7 13.2 
減価償却による閤定ブォνF省績 (Nli) 13 0.8 4.7 4.6 5.5 12.5 4.1 6.3 9.1 
減 側 lIt 却 事買 (D) 14 8.4 10.2 15.0 15.9 18.4 19.6 22.0 22.2 
生 度 的 司書 積 (N) 15 27.4 30.1 27.8 33.4 32.3 33.4 35.7 38.4 
繍 理院 フ オ ν ド (B) 16 193 滋'12.7 214.3 幻9.6 241.5 筑間~.5 務協.9 310.7 
物 的 支 出 (C) 17 184. 6 192.4 199.3 213.7 229.1 249.9 270.9 滋国S.4
在庫の増加(米完成投資を除く)(;1M) (18) 4.1 6.3 6.4 8.6 6.9 6.4 7.5 5.9 
物的支!IIと夜園棋の増加(米第成投資た除く)(M) 19 188.7 198.1 205.7 お12.3 お6 公務'.2 278.4 銀4.3
社会的生産の .1部門生産物 (XI) m 228.8 zω'.6 249 272.7 気lO.3 315.9 343.2 365.3 
問 上自官 U部門1:.i監物 (XII) 21 la.3 1幻.2 135.6 142.7 154. 7 164.9 116.8 190.0 
:8: 終 生 産 物 (U) 22 164. 5 175.4 185.2 201.7 215.9 249.1 お7.1

労働金援性 (1側ループル/人) (t) 23 4 4.754 5.創出5 5. 6圃制58 6. 
労働事長備度( l' ) (k) M 3. 3.477 3.77 4.061 4 4.613 
ア*Yr生産性(ル山プル/ノレ四プル) (6) 25 1. 1.367 1.341 1.淑'12 1. 313 

総生巌tJの資材集約度( 。 ) (c) 26 O. 0.51 0.512 0.511 0.511 
M/X開閉 (19)/(1) 27 O.関7 O.氏12 O.邸3 0.527 0.531 O. 

出所:C. B. K総制限B，Maltpo.MooUlIp側制御 抑制抑制附附npωJWJijcmω，目。船側旬間， 1後lO・叫・ 1時 135.
(&;) (1)-('め 11:.上禍轡に算定自在について鋭明のある項目。機号列の( )は第 1閣の先決変数

指1 紙調S 側証 7ll 7ω 814 畿圏5 (1) 

“自自 sa 549 ω1 総S 714 勿7 (2) 

ぬ 8 64 ω 74. 7 78. 7 84.8 92.6 (3) 

お6.6 278.4 加u 306.5 328.4 342.2 356.2 (4) 
13.8 15.3 8.9 9.8 12.5 7.2 7.7 (5) 

邑9 4.3 5.4 8.9 4.8 6.5 7.5 (6) 

5.1 4.7 4.9 2.9 3.1 5.5 0.4 σ) 

88.4 89.3 90.7 91.8 93.1 94.8 96.1 (8) 

28.8 32.1 33.5 34刷7 39 40.9 潟、8 (9) 

36.8 40.1 41.5 52.7 52 61. 9 ω.8 10 

50.9 59.7 63.6 65.8 73.9 78.3 85.3 11 
14. 9 19.7 22.6 13.8 21. 9 17.3 22.1 12 

7.2 7.9 7.5 17.3 13 20.1 24.2 13 

22.4 27.6 30.1 31.1 34.9 37.4 46.3 14 

42.6 47.4 42.4 44.5 51.5 48.1 総.5 15 

おお'.3 筑波.9 381.3 402.6 437.5 “渇.3 製服.4 16 

淑>3.2 忽5.3 351.2 371.5 402.6 428.8 “自2.1 17 

1.9 11 3.5 0.9 7.7 0.7 0.2 (18) 

311.1 統制5.3 354. 7 372.4 410.3 429.6 “>2.3 19 

383.5 417.5 447.3 必8.3 513.9 ω3.3 槌1.8 m 
198. 4 213.8 窃磁.8 幻9.8 252 筑i5.2 袋詰1.8 21 

滋16 恕16.6 3臼.3 釘宮.6 402.5 22 

7. 7.7 8.2 8. 9.∞ 23 
5. 5. a 6.547 a ω 24 

1.1 1.178 1.11 25 

0.523 0.524 0.53 26 

O. O. 0.521 0.524 0.533 0.534 27 

刷所:(H. X. 1961)， c. 68; <H. X. 1脚:)， c.幻， 241，制;<H.X.l糊).c.制， 537，偽札 (H.X.l附>.c. 66， 68. 158. 288， 312， 513.剛 .578;(H. X.l附，).c. 55， 59， 61， 271，湘1，592.
くH.X.l!綜7).c.339，必7，618， 619.ω4; <H.X.l積め， c. 49， 327， 394; <H. X. 11削う， C.42， 301.ω4，駅)5.<H. X. 1970). c一切1，287.純弘民国B，叡)9， 535; <H. X. 1972). c. 51， 58， 
飢 73，鈎1，輔ら 473日478，479. 534， 533， 534;くH.X. CCCP. 1922-1972rr). c.ぬ 231.257; (H. X. 1973)， c. 53， 57.揃， 361，必4.側，冊目制;(H. X. 1974)， c.55. 58， 322， 
総3，576; (H. X. 1975)， c.53， 54， 56， 58， 328， 3削， 495，氏)2，筋3，以i5，弱6;<H. X. CCCP. 38ω 鵬め 1977.c. 77巴79;<Ce凋M眠.oexo制措CT蹄oCCCP). 1971， C. 357. 

Table 2 カザシツ z ブ数値の検討 (10憶ノレープノレ)

1鮒 I1961 I 1脚下山 I1蜘 I1附 I1蜘|附 I1湖 I1附 1974 附

社会的総生&: ~簡 1 
(79; 54) (67; 60) (67; 60) (69; (4) (69; 44) (79; 54) (75: 57) (75; 1)η (75; 57) (75; 57) σ9 
420.2 451 以)z 500 留7 643.5 総主.3 717.4 770.9 816.7 厳軍Z.6

岡上(角ザνツぉブの数値) 2 351 370 387 417 “8 必4 524 民泊 切7 航海 681 711 7ω 814 制調5

ヂフν-!J山 ((1)/(2))(%) 3 93.8 93.2 95.8 98.2 1∞1.0 101.2 1∞.6 1∞.2 1ω'.3 99.7 
利用図民所得 4 142.8 151. 0 162. 5 166.6 179.7 190.4 鉛4.2 221.0 2到8.7 256.7 錦5.2 300.1 310.3 銀4.1 3総 2 泌3.0

一 一一一
向上(カザγツェアの数億) 5 156.1 165.1 170.3 u払8 197.4 211.3 227.1 244.8 256.6 278.4 怨4.8 筑)5.5 328.4 342.2 356.2 

ト一一一一一 併3~デツ V四夕日 ((4)/(5))(%) 6 96.7 98.4 97.8 96.7 96.4 96.6 1∞.0 102.4 101.8 101.6 101.7 101.8 101.9 
(&;) 第1行自の (79;54)は<H.X. 1979)の54ベ四ジより引用した徴俄である己主令官Rす。以下問じ。

鵬
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ソ連のマクロ経済指標の統計分析

社会的総生産高 (X)一一1969年の絶対額を基準にして， 向指標の各年別成長率インデ
ックスで比較価搭表示に換算しているo 社会的総生産高は，定義的には西側概念の GDP

{国内総生産額)に中間財取引 (C)を加えたものである。ただし，社会主義国の場合，物的

生産部門のそれしか計上されない〈サーピス部門の生産活動は生産高に含めない)から，

その分だけ，前記定義が修正されることは，いうまでもない。

利用匡民所得一一カザンツヱフは， 1969年の利用富民所得をベースとし，それに公表イ

γデックスを用いて各年別の詑較価格による利用霞民所得を計算している。こうしてえら

れた指標と，く託.X.)に経嘗価格で発表されている数値と比較したものが，第2表「カザ

γツェフ数値の検討Jであり，河表においては，社会的総生産高についてもこの比較を行

なってみた。みられるとおり，荷者とも大体同乙ようなデフレーターをうるが， 1969年=

100を中心にして， それ以前は「社会的総生産高」系列に於て両者の格差が大きく，それ

以降は「利用国民所得j系列の格差の方が若干大きし、。

Table3 r利用国民所得jの二系列

1971 1972 1973 1974 1975 

1 利 用 冨 民 所 得 282 293 315 330 343 

2 住 民 の 消 費 122 126 133 138 147 

3 教 膏・保 建・文 イヒ 49 56 60 66 70 

4 労鏡不能者養育費 21 22 23 25 28 

5 科 A寸aゐ4 費 11 13 14 15 14 

6 生 産 的 蓄 積 45 42 49 49 48 

16 16 18 19 19 

8 軍事支出! 18 18 18 18 17 

9 消 213.0 225.4 237.0 250.3 266.6 

10 住民の錨人語費 187.2 198.1 207. 1 218.1 231. 8 

住民へのサーピス施設用11 
の物的費

17.8 19. 1 20.8 22.3 24.1 

科学行政接関の物的支出 l12 7.4 8.2 9. 1 9.9 10. 7 

13 蓄 積 1 87. 1 85.3 97.6 98. 1 95.8 

14 画定ブオシドの増加 53. 1 55.2 60.2 62.0 61. 2 

15 生 産 的 33.5 34. 7 39.0 40.9 38.8 

16 非 生 産 的 20.2 20.5 21. 2 21. 1 22.4 

17 物的流動手設と予儲の増大 33.4 30.1 37.4 36. 1 34.6 

18 ぷEZ』 計 3∞.1 310. 7 334.0 348.4 362.4 

19 ⑬/①デ ブ レ 一 タ 一 1，064 1，060 1，062 1，054 1，056 

関 (1)1---8行は， 1965年鑑格による「利用国民所得J，9.-...-17行詰，経雷個格によるもの。

(2)第s行の軍事費は，国家予算項目の軍事費と再じ大きさである。
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また利用国民所得統計に関しては， 1971年から 1975年にかけて，比較鏑務による支出

昌的別利用国民所得統計が発表されている。この種の統計は，後にも先にもこの期間限り

の発表で，時系列分析に継続使用できるものではないが，貴重なデータであるので，同期

間の二つの利用国民所得を並列して表示したのが第3表「利用国民所得の二系列Jであ

る。この表の第四行に 両者の比較によるデフレーターを示した。それによると， この

期間のそれは，約1.06である。これは後述〈第8表)の α係数に殆んど等しし、。

物的生産部門雇用労動力一一コルホーズ・個人副業経営を除く労働力については，くH.

X.)の「国民経済部門別労傷者・勤務員年平均人員Jの項のうち，物的生産部門の部分を

合計したものであり， コルホーズ・個人副業経営の労働力については， rコルホーズ，ソ
フホーズ，副業経営，その他の生産的農業企業に従事する従業員の年平均数JUを利用し，

1975年の人数を確定している。

ついで，統計集に発表されている生産的国民所得の増大テンポ (L1YIY)を社会的労働生

(d(YIL)¥ ‘"')000  ，_ 1;"-
産性の増大テンポ ，-y/f'jでわる」とはち，物的生産部門で動く労働力の或長率を求
め. 1975年基準人数にそれをかけることにより，他の年震の人数を推定しているo

期末冨定生産7ォンドー-1973年 1月1E3の酉定生産フォ γ ドを基準として算出して

いる。その 1年前の 1972年 1月1自に実施された臣定フォ Y ドの再評描により， 建物，

構造物，伝動装置のこの時点での再生産恒佳は， 1969年 1)j1E3から導入された，基準誼

(ノルマ).価格および料金で表示されている。一方機械・設錆・運搬手段の再生産価笹

は， 1967年 7月1日恒搭を基準としその後の卸売価格の変化を考憲して，許算したもの

である。

第 1表では 1973年の固定生産フォンド額をベースとし，居定フォンドの増加指数をか

けて，各年の績を算出している(章末(注〉を参照きれたし、〉。こうしてえた値は，家畜と

多年性植物の評価額を算入している。生産的投資と詑較するために誌，これらの笹を除去

する必要がある。彼はこの鐘を計算するために，コルホーズ，ソフォーズ，その也冨営経

営体の農業国定フォンド中の家畜，多年性植物比率を用いている。 この比率は， r年報J
の「農業生産国定フォンドの構或Jの項に記載されているG また. 1960-70年の農業生産

酉定フォンドの評価額は. 1955年倍務にインデックス1.134をかけて修正した{くH.X. 

1972) c. 114およひ、 <CeJIbCKOeX03妨げ80CCCP) M. 1971. c. 357}0 1960年と 1961

年における， 農業企業の生産固定フォンド中の家畜・多年性績物の比率は， 1962-65年に

おげる同比率の傾向値から計算し， 1966年， 1972年のそれは， 1965， 1967， 1971， 1973 

年のそれの算術平均を用いている530 こうして算定した数薩を，生産国定フォンド額から

4)くH.X. 1975) c. 440.ソ連の農業人口統計について注意を要することは，農業経営内部で活動して
いる富次的工業企業，建設，建物・建造物，在宅，文化施設等の大務理作業等に従事する人員を含

んでいることである。たとえば， 1975年の場合，上記カテゴリーを含む農業労働力は2640万人，
一時的雇用人員を含めると 2740万人，そのうち2350万人は農業プ戸バーで鶴いた人口である。こ
の人ロ (2350万人〉に誌，専ら億人副業経営のみで鋤く人々〈勤労者，コルホーズ員家族など〉は
入っていなL、。これらを含めた，最も大きなカテゴリーで計算すると，その部門で犠く，年平均労

鶴力は大体， 2800万人(1975年〉になる。くH.X. 1975) c. 440. 
5)個人経営中の家畜・多年性植物の推定は，家畜のみの比率で推定し，社会化経営のそれと合算し

た。
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ソ連のマグロ経済指標の統計分析

差出くことにより，家畜・多年性掻物の値を除去している。

生産的投資一一くH.X.)建設統計の箇所にある「国民経済への投資」から，住宅，科学・

文化・芸術，教育施設への投資を差引くことで算定しているo 1966-75年の各年投資額は，

1969年1月1日錨務で表わされているから，そのままこの表に掲載したが， 1961-65年の

投資統計は， 1955年価格であるので汽これを， 1969年揺惑に換算するため，次のように

した。 1969年価揺による第7次5か年計画 (1961-65年)の全投資額を7) 1955年価格に

よる同価格の大きさで割り sとその比率をデフレーターとして用いたの。

3. 資産形成関係統計の相互関係

カザンツェフの数式にもとづいて，筆者が作成した統計概念関係図(第1国)を参考に

しながら， ソ連の公式統計で用いられている資産形成に関する統計概念の相互関係を検討

しよう。

f/)l -f/)O=i1<t (定義式)

<To+ V -R=Øt ••• …「今期期首毘定フォンド在高J (Oo)+f国定フォンドの導入高J(V)ー

「今期間中の固定フォンド減耗高J(R)=今期期末冨定フォンド在高 (O1)。したがって，

R= V -(O1-OO) 

NY十D=i1O+R……「利用国民所得からの固定フォンド蓄積額J(NY)+f減価撲却J(D) 

= f今期増加した毘定フォンドJ(.dO)+f今期減耗高J(R)。つまりこの式では，左辺が，

程蓄積資金の提供額全体，右辺がそれに見合う資材の利用先を示している。 R相当額は，

減耗した固定フォンドの取番分として利用され，純増加額として利用されるのは i1O相当

額である。以上の関係式を，ソ連の公表統計が実際にみたしているかどうかを点検してみ

よう。

我々がくH.X.) から直結知りうる経済情報は， f期末冨定フォンドj伊) (比較倍務表

示)， f誠価叢却額J(D) (経常価格)， f屈定フォンド増加額J(NY) (経常価格)，及び「毘

定フォンド算入額J(γ) (比較価格)の系列である%減耗福填(R)は，示されていなし、。

したがってそれは上の第 2番昌の式を用いて計算しなければならなし、。それぞれの系列の

数値を用意しよう。調査期間は，とりあえず1971年から 75年の5年間とする O

第4表にこの一連の計算を表示した。当初の狙いである NY十D=sO+Rの関採は，統

計データに関してほぼ或立していると考えてよL、。こり両者の誤差率は 2.3%以下である。

この誤差をさらに小さくするためには，減価償却 (D)の系列を，比較揺格表示にすること

6)くH.X. 1967)の罰富所の注記によるc
7)くH.X. 1975) c. 506-507. 
8)くH.X. 1967) c. 618-619. 
9)この比率は 5か年計画全体では， 1. 1690。各部門別では，鉱工業-1.1946，農業-1.1107，運隷
・通信-1.1501，建設-1.1501，その抱の物産前生産部門-1.2004である。

1)こ 0)他「基本修理j統計が f減錨償却」の工部として，向箇所に記載されている。この値と，V-D 
で求めた R(減粍補填)とは何等らかの関係があるのではな1..' ;oミと期待されたが，数字をつき合わ
せてみると，再者には詞の関係、も認められない。

-21-



望月喜市

(10憶ノレープノレ〉

出 指

第 1行は，くH.X. 79) 54ベージの絶対値に，くH.X. 75) 59ページのインデヅクスをか

けて作成した。数鐘は国畏経済全体の期末の罰定生産フォンド有高であるく家畜を含む，

1973年比較髄格表示による，減耗分を計上していなLう。なおついでながら，詞書によれ

ば，土地と森林の描鐘額を含めない，ソ連邦の菌室 (HaUHOHa~bHoe ooracTBo)は，全部

で2兆 5000櫨ノレープル以上で、ある。
第 3行は， r冨定フォンドの導入J(BBO)J. B )J.e負CTBHeOCHOBHhIX 中OH瓦OB)であって，
通常資本主義の経済統計には用いられていないソ連くもしくは社会主義富〉独特の経済情

報であって，投資 (K)を完工したものく国定フォンド導入高 V) と，未完工部分 (17)(流

動フォンド増加に含める)に分離する役割を果す (K=γ+17)。ここに示した数値は.1969 

年 1月1日の見積極格による比較栖格表示である。第 1行 φ 系列が73年鑑語表示であ

れ両者の関訴は不明のまま，計算を進めることとする。

第4行「減額損却J(D)は，当年鑑格である(くH.X. 75)， c. 725の指示による〉。比
較揺格に換算すべきであろうが，換算係数は不明であるのでそのままにしておく。

第8行り計算のためのインプリシツト・デフレーターは，第3表「利用菌民所得のニ系

列j第四行より取出した。 12行は 1969年比較価格ベースによる。

が必要で，その場合には一般に D 殖は小さくなる筈だから， 一致性がさらに高くなると

患われる。

つぎに在庫投資について検討しよう。資本主義国でのこの概念に桔当するものとして，

ソ連統計では「国民所得」統計からえられる「物的流動手段増加額J(npopOCT MaTepoa-

JIbHbIX OOOpOTHbIX cpe瓦CTBo 戸3epBOB) (現行語接表示 B 中a.KTlflIecKll瓦eiiCTBO国 BllI滋

ueHax) があり，更に「財政・信用j統計の笛所に， I霞民経済部門における期末流動手段

在高J(OOOpOTHbIe Cpe)I.CTBa B oTpaαHX Hopo)I.HOrO XO羽詰CTa- Ha KOHeII， ro瓦a)がある。

後者にはコルホーズの読動手段は入っていなし、。 コルホーズに関しては， IコノレホーズJ

統計に「漁業コノレホーズを除く， 画定・流動手段としての期末不可分フォンド脊高J(He-

瓦問問問 ctOH)I.blKO.7IX030B (oe3 pbIOOJIOBe即位X) B OCHOBHbX o 060伊矧bIX Ope瓦白岡X
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(Ha KOHeI( ro五a)) が存在する。しかしコルホーズ統計では，居定フォンドと流動フォンド

を分離できなし、。以下ではこうした統計窺念の椙互関保および，未完成建設投資の設置づ

けを行うとともに，資本主義の在庫投資率との比較を行なう。

まず「国民所得J統計からえられる物的流動手段の増加額であるが，この概念はカザン

ツェフの表現をかりれば，先の第41式 H=JM+V(r流動フォンドの増加額J(06'beM Ha-

KOnJIeHHH 060pOTHhIX中OH瓦OB)=r原材料・在庫増加額J(06もeMnpHpOCTa MaTep双邸hHhIX

3aTpaT狂 3anaCOB(6e3即時OCTaHe3aBep:泊eHHhIX KasHTaJIOBJIOil{eH詰))+r未完成投資増加

額J(0仇 eMロ戸pOCTaHe3aBeprneHHhIX KallHTaJIO回 0)1{倒見詰)に対応する。つまち. r流動

フォンドの増加額j の中には，資本主義の在庫投資とことなって，未完成投資が算入され

ているので怠る。このことは，くH.X. 75) 565ページからも確認できることで，問所では

同観念を構成する項目として，

(1) 物的流動手段の増加{ロ戸pOCTMaTepHaJIhHhlX 060POTHhIX cpe瓦CTB)

〈イ) 原料・材料，撚料，完成品，商業における売残り品の在庫(増加) (3anachI ChIphH， 

MaTe抑邸OB，TOllJIHBa， rOTOBO員npo，l(YJ:αI.HH， OCTaTKH TOBapoB B Topro邸e)

(ロ) 農産物在車 (3anaChICeJIhαOX03減 CTBeI器b広 npO，l(戸TOB)

〈ハ) 未完成基本建設(沼田部eprneHHoeK副IHT羽 hHoeCTpOHT匂 hCTBO)

〈ニ) その他〈これが何に相当するか不明)

(2) 国家財貨予備の増加{江戸POCTrocy){a戸TBeHHh江 MaTepH3.JIbHhIXpe3epBoB) 

(3) 個人副業経営における農産物在産の増加(ロ抑pOCT諸国COBC凱 hCKOX03克誌の‘BeHHh江

npO，l(YKTOB B JIHqHOM nO，l(C06HOM X03誠 CTBeHaCeJIeI滋冗)

をあげている。

(じの「物的流動手段の増加Jと (2)の「国家財貨予信の増加Jとの桔違について， と

くに説明はないが，推察するに， (1)は経営活動の範囲内にある在庫，未完成投資であり，

(2)は経営活動をはなれ，国家行政機関内部に引取られた在庫増であろう。後者の典型と

して，国家が買付け，諒達機関の保有する穀物保有増加額とか，国防省が買付けた軍需物資

増加額などがこの概念に入るのではなかろうか。ここで注意すべきは，左記の国家調達額

穀物調達勘定 勘定 (A+B=C+D)から，政府(穀物〉経常購入

(消費額)は A+B-D=Cであり，在庫増(蓄
期首在高 (A)I支給高(倉出高)(C) 

i 穣〉は A-D=C-B=JMとなることであるの。
畏付高 (B)t 次期繰越高 (D)
一一一 I一一← 一一 「未完成建設投資」統計を第5表第3行に示した。

これは， コルホーズを含まない期末残高であち，比較価格，建設実際価値による表示であ

る。 2年計画の建造物で，今期半分だけ完成した場合，そこに投入された資材値値は，未

完工分として，流動フォンド増加勘定に計上されるのであるO この点わが国や西側の在庫

投資規念と異なる{西側ではこの場合でもその投入額は総酉定資本形成として計上され

る〉。

コルホーズの不可分フォンド誌，コルホーズ全体の共同資産として，コルホーズが共同

管理している毘定フォンドと流動資産である。く託.X.)の在庫統計は，コルホーズを強い

2)つまり，買村高 (B)が経常購入〈出費)という概，念を形成するのではなしこれは B=C+(D-A)
二 C十JM=泊費+蓄積ーに分かれることに注意すべきである。
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Table5 流動ブォ γ ド関係の統計 く10撞ループル〉

出所|指 標 1197011971 11972 11973 11974 11975 

くH.X. 75> C縦|物的流動手段と予講の増加 I1 1ぉ 11 33.41 3叫 37.11 36. 11 34.6 
①+1. 06 I (1)を比較価格表示に換算 I2 I 31. 21 31. 51 28. 41 35. 01 34. 11 32. 6 

くH.X. 75> c.517 1期末未完成建設額 1 3 I 52.長 57.91 65.21 抗 11 71. 71 76. 7 (コノレホーズを除く)I U: vLI. "'j V'. v[ vv. ""1 Vt...L1 '.L.' I 
‘向上増加額 (ω 年蹄)_~J. _rr^- ~ '¥ -i--41--I~I--U!-1-:9luI5云

(コルホーズを除く)I ":t 1 1 <J. ""1 ' . <.Ij A.  .:fl ":t. ul 

第4表 (13)一(4)1コルホーズの未完成投資推定 15 1 1 0 1 1. 61 2. 41 2. 21 2. 5 

く託.X. 75> c. 414 1コルホーズ不可分フォ γ ド 6 1 64.01 紘 51 ω.2; 乃.41 話.01 91. 7 ! 場末在高 j U 1 v-:t. ul UU.  <.11 U :J. ':'1 'J. "'1 uv. vl 

推 定 植|そのうちコルホーズの 1 7 1 16 17.11 17.31 19.91 21. 31 22.9 | 物的流動手段 I I .L'..1.1 J..I. -..11 .l..;J.， 471 Ld... '"'1 

向上増加額 18 1 1. 11 O. 21 2. 61 1. 41 1. 6 

くH.X. 75> c. 731 1期末在庫在高(コルホーズを除く)1 9 1163.41175.1]187.21 205.51 221. 01 234.3 

一一一一恒玉\ι型哩医!二王~I 1~j 18. 31 15. 5[豆
(8出竺J主一一竺-竺一-41 -竺I~I---I~~~I~竺i竺:I~りL竺.9
(11)+ 1，06 同上，比較髄格へ換算 112 I 1 12. 11 11.副 19.71 15. 91 14. 1 

(2)-((4)十(5) i国家予備フォシドの増主ロ 113 1 1 14. 01 7. 91 11. 01 11.41 11. 0 十(12))I t::!!:t ~， ..J Vffi VJ  'FI JJH I .Lv I .L"':t:. Vj I • ~I ..L.L.. vl .L..L... ~! .LJ... ¥J 

くH.X・7砂 c.502 I コルホーズ投資額|五|示云~I----;gl-~I寸心I~…
(14)ー(5) コノレホーズ酉定フォ γ ド導入 115 I 1 8. 21 7. 31 7. 21 8. 01 8. 3 

(6)ー (7) ーピ/vと三百定フオシ空空戸I~!~とI~竺|三三:1 59.51~竺I~竺

一一竺-上 増 加 額 i三ZI--ifゴ，~，~7竺己?し竺
G5)ー(1η!向上減耗補填 1181 4.81 6払 0.41 吋 3¥2
〈注) (1)行目:現行{酉格表示による

(3)行呂:建設実際価彊額による， 1969年 1月1日価格表示。
く5)行自:1972年以龍については 1973年価格表示に換算している。同書414ページ剥注
によれば， 1973年における資産評鱈前の総額は74.4(10億ループル〉であったので，
デフレーターとして， 79.4/74.4=1. 06を用いた。

(7)行呂:この推定信計算は次のようにした。

1 1963 1 1970 1075 

工 農業全体の固定フォンド (a) 77 106 168 

2 農(コ業ルのホ流ー動ズフをォ除ンくド〉 〈b〉 10.2 18.5 25.4 

3 コルホーズの不可分フォンド (c) 44.8 91. 7 

コルホーズの不可分フォンドにおける宙定フォンド額 (Xl)，流動フォ γ ド額 (X2) の比率

は，農業部門のそれと等しいと仮定し，かつ (1)行にはコルホーズが含まれると仮定した。

J ~.;~_=n+:. iX1十X2-a+b+x2 
Xl十X2=C

この式をといて，手持0.25と推定した。
"'1 
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ソ連のマクロ経済指標の統計分析

ているので，このコルホーズ統計を利用して，流動フォンド部分を分離しなければならな

い。この分離の仕方については，第5表の脚注で私案を示した。それにもとづく計算結果

は同表の 7行にあるとおりであるO

経営誌の所有する流動フォンド統計法， I財政・信用」統計の中に納まっており，経常価

格評価で島る O 先にあげた「富民所得」統計からえられる「物的流動手段と予備の増加jの

うちは)I物的流動手段の増加jの(イ)と(ロ)に対臨する概念〈および (3)の億人の

副業経営における在庫増〉としては，同箇所の「全流動手段J(BCe 060pOTHble Cpe瓦aCTBa)

ではなく， そのうちの「商品-原材料在庫の形での流動手段J (060予OTHbIe cpeJI.CTBa B 

3arracax TOsapHo-MaTepHanbH諒XI.J，eHHOげ eH)であると考えられる。前者に含まれて，後者

に入らない概念として，積送品(全体の約7%λ 貨幣資産(約8----9%に措方資産項目

(約7-----9劣にその他があるが，これらはいわゆる在産ストックとは異賓の流動資産である

から，所得統計に対応する楳念としては，後者を考えるのが妥当であろう。これを構成す

る項目としては，次のものがある。

(1) 生産的在産〈約 40%)ー原材料・半製品， 補助材料， 際料， 包装材料， 修理用資

本r.什器・器機，種子，釘料，その地
(2) 未完成生産物，特注半製品〈約 20%)ー未完成工業生建物，未完成非工業生産物，

末完成農業生産物

(3) 副業農業経営の在産と未完成生産物

(4) 未経過支出

(5) 完成品

(6) 高品

(7) その他の高品-資材

以上の諸項を含む，在産有高は，第5表第9行に示しているo

4. ベJr，キン衰の寓構成

以上の分析を踏えて，各々の統計援念、をベルキン表にあてはめることを試みよう。その

ため，全体の高観図を与えるものとして，まず最初に， A.I1. Aw部国協砲の「組最終生産

物の概念」図を示すことにする O この図で用いられている文字記号は，カザンヅエフのそ

れに対応するものである。ソ連統計を扱うとき感ずる菌難の一つは，こうした概念国と，

公式統計の概念とが一致しないことがしばしばあることである。たとえば，図中の子流動

フォンドの増加J とL、う概念には， i未完成建造物の増加Jは含まれていないのにもかか

わらず， i統計集jの中の該当項には， i未完成建造物の増加」が入っている旨の注記があ

るのである~まずこ，利用菌民所得統計に登場する， i生産的国定フォンドの増大」江，そ

れに対応する概念と思われる「固定フォンド統計jの中の「生産的固定フォジドの増加j

(.1φ) と全くかけはなれているのであるO

きて，われわれの「ベノレキン表」に記述を戻そう。以下の分析は，専ら投資・蓄蓑概念

に関連し，泊費面は取扱っていないので，第6表に再現した「ベルキ γ表の再構成jで法，

1)くH.X. 75) c. 565. 利用国民所得の中，物的流動手段の増加の説明をみよ。
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Table 6 ペノレキシ表の再構成

l 2 3 --6 

国ヨ 消 費

営 Jレ 住
府政 料有サ協ホ

問 l
部ふ組

合ズ 民 門ス

C 
(13) -iJ [(2). (10)】 1 物的生産部門

(449.7 (幻1.8) (34.8) 

2 減 価 償 却
D 

(49.9 

3 7 1 賃金と企業利潤 (262.9 (42.η 

8 耳誕 ヲ! 税
(79.9 

9 社 会 保 検

(14)叩iJ[(3). (9)] 10 副業経営所得 (22.0 

11 
輸 入 (26.7) 
12 

<H. X. 1975>. c. 57 13 総 生 .ii 高 (縦)2.4

<H. X. 1975>. c.出4 14 うち生康問民所得 (362.8 

Il【(1).(12)] 15 総供給〈輸入込み〉 (紛9.1 (以)9.3)

16 

級済主体別支出勘定 (筑)9，3)

21 

期首周定フォ γ ド (11)由D (11-1> 

期首流動フォシド (H-D (H-n 

期1t労働人口 (L網1) (L叶)

期首現金・預金幾高 (ふ1) (8.叶)

中 在庫増Jを合u。

7 8 9 ~ 12 13 14-16 17-22 23 24 25 26 

ト一一一一 一 一 一組 司書 積 利

~間一安)
経収 期

固定フォ γ ド 物的流動手段(H) 用 済 入
米

間
+ 1長 労

純絹加
耳E轡投資 複 米投 国予骨 民

体 勘
フ フ 鋤

(要)
オ * H事 完資 備 所 ν γ 人

(釜本修理)
場 成増 療機 得 別定 ド ド ロ

4'IT R 4M' p P Y s 

/ (11)0) (品) (Lo) (品)回.4 23 19.2 14.1 7.3 11.0 (362.4) (0.4) 
ト四町田一

d|dp巴 8側6.4め
R 1(20η(目l的(7↓lη(ll a dMez) 抵+F4坤=(34. 6) 

お[(7).(12)] = 138 
(14i5l .8) 省

掛1 r'+R;叫NY+D=}(11l1016 0 略

E KJ+同十R+Ii=112.9

i守
軍事

在庫投資 転

党
t/Jo Ho Lo So 

出

92.5 〈翁 略〉

「云一 一 一
22.4 時 4S

411) eωE 

ト一一一一 一
4M'+Ii+P H-l 

一 一
L1 

I S-1 
|欄外表示 | NYおよび小売販売高

蹴

出

劇

活十
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関連部分のみを記入している。「以前の表J2)と比較して検討してZ畏ければ幸いである。第

6表の様外数字は， i以前の表」の穣外数字に対応しているo 1'""'-'2列の数字で変化してい

るのは， (1， 1 -----2)3)欄 (C)で，これは， i以前り表」の単純な計算ミスで，第6表の数字

の方が正しし、。第6表の左端に， 1 行~15 行に至る数字の計算方法もしくは出所を記入し

た。値の記入がない笛所は「以前の表」からの(合計檀の〉転記を意味する。またこの表

に記入されている文字記号は，カザンツェフが夜用した記号である。第l行，第7列から

第 12列に至る記入ルーノレを確定することが， 今回の課題である O この表で使用されてい

る数字は， 投資統計に合わせて比較価格表示になっているため， i以前の表」の数字と若

干のズレをもっている 430 ここで「以前の表Jとの重要な相違点をあけzょう O

(1) i以前の表Jでは菌定フォ γ ドの純増加として， i国民所得」統計の「国定フォンド
の増加J(NY) i生産的J(38. 8)5)， i非生産的J(22.4) とし、う概念を利用し，それに「基本

修理J(21. 0)をくH.X. 75) 741ページからとち出して， i減価霞去DJ(49. 9)からその数
字を差ヲ1"、て「取替補填J(28.9)を求め，それら全捧で「国定フォンドの粗蓄積J(111.じ
をつくり，それを投資総合 (111.1)に対応させた。こんどの第6表では，この考え方を根

本的に次のように変更した。まず，第 1行の数字は，基本的には資材・物の流れを示すも

のであるとしづ原期に立って，固定フォンドの項に誌改1一色=Joの関係統計を「所得

統計Jvこ代置した。つまり ，i1O こそ，前期末と今期末の間の実際の物的な意味での臣定

フォンドわ増加額を示す数字であるからであるoそれに取替投資 (R)(基本修理?)(21. 0) 

を R=NY+D-i1Oの関係式から計算して，その右側主こ並記した。つまり， i所得統計J

からくる「酉定フォンドの増加額J(NY) と「減価蛍却J(D) とは，粗蓄積資金の供給源
泉であると同時に，それ相当額の資財投入を意味しており，それにもかかわらずL1Oだけ

の実際増加がみられたとすれば，その両者の差額相当の資材は，単なる機械・設備の取替

えに振向けられ，機械・設嬬の純増には貢献しなかったと考えられるからである。 iNY-ト
DJ相当額の資材の大きさを直接示す統計として「酉定フォンドの導入J(V)がある。す

なわち V=NY+Dである。さらにL1Oを，生産対象物の増加(L1O1) と非生産的対象物

の増加 (Jo2)に分離するデータはく丘 X.)で与えられている。それで立，従来の NYは
どう考えるべきか。またベ/レキン表のどこに位量すべきか。それを理解する唯一の説明

は，カザンツェフが行なったように，それを富民所得からの蓄積資金源と考えることであ

って， もう一つの蓄積資金源「減倍償却からの蓄積資金J(ND=D-R)と再々棺まって物
的な蓄積L1Oを資金面で支えていると考えることである (dO=NY+ND=NY +(D-R))。
このように仮定すると，くH.X.)における NYVこ関する表現， i蓄積とその抱の支出」一一

江)固定生産フォンドの増加 〈イ〉生産的， (ロ)非生産的 (2) 物的流動手段と予稿

の増加 という一連の表現は，いかにも理解に苦しむ表記法である。つまり，これでは，

f冨定生産フォンドの増加のためにそれだけの支出が行なわれたj ニ「それだけの純増加

があったJ (ここの笛所は純生産物=利用富民所得統計であるから) としか解釈できない

2) IFスラヴ研究.nNo. 26，第9表。
3) (1， 1~2) は表中の 1 行， 1~2 列の繍を意味する。以下同様。

4)比較癌棒として， 11969年価格jを用いたが， 原資料でそれが不明の場合もあり，必ずしも正確で
はない。要は，数字の照合関係を手掛りとして，統計競念の相互関係を追求することにある。
5)数字は「以前の表jより引用。

-28-



ソ連のマクロ経済指標の統計分析

のである。また， .do (63.4)と，この「国定生産フォンドの増加J(Ni) (38.8)とは数字の
上でも大きく開いているが，この差は何を意味するのか不明である。ソ連の経済文献で，

生産的蓄震としづ場合これ (N勺を用いることが多いが6) 実体的にこれがどんな意味

をもっているのか不明といわざるをえなし、。資本主義国の経済統計で「国内総臣定資本形

成」としづ概念に対応するものは V+J7であると推定される O
物的流動手段の増加の笛所に誌， 1在庫増J， 1未完成投資J， 1国家予備」などの項目が

入る。第8表下段の投資に対応する概念としては，この未完成投資 (J7)を含めて， L1O と

Rがその中に入る。したがって， ソ連統計の投資概念 (KaIDITaJIOBJIO)l{eHHe)法，粗投資概

念である。ついでながら，ハンガリーの経済統計でも同じ概念が用いられている九

物的流動手段増加に関しては，自定フォンド増加に対応する投資統計のような統計資料

は存在しない。

次に， 1以前の表」では不明確であった，ストック部分の表示について考察する。第ー

に，表示の関係上，期末・期首の記入場所の行と列を入れかえて，第6表のようにする。

さらに， 括弧に入れた記号笛芳にも数字を入れることにする O この数{直は， たとえば，

φ-1=揮-D+揮-D，(/)0=((/)0)を保つように記入され，ストック記分の部門別記分構造を示
すものとする。また {φ-1)，(H-1)， (L-1)， (5-1) 部分では，所有形態別，生産主体別(国

家・協同組合，コルホーズ，住民，サーピス部門，致野部門)に各ストックの期首におけ

る所有状慈を示すものとすれば，得。)， (Ho)， (Lo)， (50)においては引物的生産部門知の

期末におけるストック保有状態を示すことにする O なお，ここの部分が n偲の物的生産部

門に分割表示されるものとすれば， 123"'-25; 23'"'-'25J部分も各々 n倍の対応、する部門に

分割表示されることになる。ついで，今期中に追加された固定，流動フォンド部分は，そ

れぞれ第8表の 122;7-----8ム 123;11'"'-'12J楊に記入される。こうすると o-1十dφ=弘，
H-1 + [.JM'十V+P]=H，。のバランス関係式をみたす記入を，行列を用いて行うことがで

きる。 また貯蓄残高の今期中の増加分は，1寂入一支出=L15Jの形で，行・列のパランス

項として， 21行自の行外に第 6表のような形で登場する。この数f直の次期への繰越操作

は，第 26列に -A5の形で記入される O

なおこの表では， 1以前の表jで主要な地位を占めていた，国民所得統計から得られる

蓄積 (NY)表示が，影の部分に後退している。この数値をこの表から求めるには，NY=4争

-[D-R]を用いねばならなし、。そこでこの不便をさ吟るため，欄外にこれを表示するも

のとする。ついでに，小売販売高も消費額を示す重要な指標でありながら，この表からは

6)たとえば T.C. XaqaTypoB， C08emclcafl a1COHO.MU1Ca Ha C08pe.MeHHO.M amane， M. 1975. 
CTp. 358. 
7) 1977年のハシガリーの投資額表示は次のとおり (atcurrent prices， 10鐘フォリントン)。
Gross fixed capital formation 197.5 

(technical realization of investment) 

1. Net長xedcapital formation 99.0……d手
く50.1%) 

2. Consumption of fixed capital 68.9・…..R
(34.9%) 

3. Increase of incompleted fixed capital formation 29.6……F 
(15.0%) 

8) ここの菌所でのらは物的生産部門貯蓄有高を意味するが，あまり科毘されていない概念である。
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計算できないので，欄外表示とする。この二つの指標はいずれもく託x.)統計から直接得

ることのできるものである。

5. 国内総生産 (GDP)の支出構造の分析

以上の分析から明らかのように，ソ連統計の投資総額 (K)拭，居定フォンドの純増加額

(4O) +取替投資 (R)+未完成投資 (17)に等しい。 西側概念の純固定資本形成 (純固定資

本投資)概念は， dS+Fに相当し，総冨定資本形成は，それに Rを加えたものであるか

ら，ソ連統計の投資概念は，西側の粗由定資本投資〈資本形成〉に等しくなる。後者はソ

連概念め中では， (固定フォ γ ドの導入 (v))+vでもある。しかし，K の内部構造を，

生産的投資と非生産的投資に分類すると 〈この統計データは発表されている). その夫々

は， 生産的関定フォンドの増加 (Ao1) と非生産的なそれはO2) とそれぞれかなりかけは

なれているo r取替投資」と「未完成投資Jに関して生産的， 非生産的に分類するデータ
が発表されていないので， この両者の整合性を検討することは不可能で怠る。同じく，

「固定フォンドの導入Jからも〈データ不足で〉整合テストに接近不可能で易る。したがっ

て，生産的投資とし、う概念が，生産的使途をもっ冨定フォンドへの投資額に対応するもの

なのか，もう少し広く関連投資〈周辺領域〉までをも含むのか，必ずしも明らかで‘ない。

しかし，概略値として生産的投資を利用することは可能であると患われる。

一方.r利用国民所得J統計からえられる「国定フォンドの増加J，r生産的J. r非生産

的」の数値は，実態酉で他の統計とどんな関連をもっているのか，どのような項吾からそ

れが構成されているのか全く不明であるO 唯一の合理的な解釈は，カザンツェフが行なっ

たように，減値讃却資金と協力して，投資資金面の主要な源泉であるとそれを考えること

である。そうすると， r生産的固定フォンドの増加j という項目は， r生産的冨定フォンド
の増加に資するために集められた資金jを意味するようにも思えるが，そもそもこうした

項呂が成立しうるのか何とも不明である。

きて，わが冨の「国民所得統計年報jに掲載された「市場価搭表示の冨内総生産J(GDP) 
に対応する概念として，ソ連の「生産霞民所得J+r減額積却J+r非生産セクターの付加値

億J+sをとらえ，その支出構造を. B本のそれと比較してみよう 130
ここで再び，ソ連統計では，錨格表示が.r所得統計」系統と「固定資本形成jの系統
では異なり，読者が経常錨格表示， 後者が比較揺格表示とL、う障害にぶつつかる。そこ

で，両者をともに経堂極棒表示に統一する方法を考える。

第 6表「ベルキン衰の再構成j からわかるように， r生産量民所得+減掘償却jから，
消費と残差 (s)と， r物的流動手段の増加J(H) (第7表 13欄)を差引く 〈以上の項はい
ずれも経常価格表示である〉と，あとに経常錨格表示の「粗国定フォンドの増加J=f固定

フォ γ ドの導入高J(v)= r固定フォンドの純増加J(.dO) + r減耗取替額J(R)が残る。そ

こで，比較髄格表示の V 値を統計集からとり出し，この両者を比較することで，再者を

関連づけるデフレーター {α)をうることができる。この αを計算するために，まず Vの

単一系列を作らなければならなし、。 V の統計系列は，大きくいって三つある。 55年値務，

。ソ連の GDPの大きさについては， u"スラヴ研究~ No.26の拙稿に発表ずみである。
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Table 7 支出講成比計算データの導出。 (比較栖格:10億ループル〉
題定フォ Y 1:の導入

投 資総額用
総国定 7 :1' Y ド

.4t/J R=(3)一(11)フ波ォ y{Hy) 増軍輔事(γ) 
〈家畜を含む〉

1 2 3 8 9 11 12 13 

1960 41. 2 3.5 13.0 
(104.3) 

1宮61 33.2 I I 38.0 37.5 43.0 5.0 411.9・ 17.6 
く112.1) I (胤紛1962 37.1 ! I 42.5 39.3 45.0 2.5 461.9傍 銀7 50.0 ，，7.5 16.6 

くl位。

必1 i 39.6 1袋i3 40.5 46.4 41. 3 47.3 な宮 501.5・ 6.8 14.1 
(106.4) く108.8)

1964 43.1 4宮3 45.0 51.5 2.2 548.0* 46.5 2.8 20.4 
(103.8) 

〈10587..4G〉 〈15060‘8〉 。§∞01〉1鎖)5 44.7 51. 2 48.7 4.8 518 53.0 61.8 22.3 

1966 47.9 
く10565..99〕

55.0 52.4 
く19871..0。〉

ω.0 5.0 656.9婚 1 564. 6 53.0 2.0 24.5 

52.1 くlo8s0-.55〕 〔lo8s8-.38〉! 849 1967 5ヲ5 56.7 5.4 691.1‘ 594 34. 2 25.3 27.6 

1968 53.8 
〈18§32..36〉

61. 6 61. 3 
〈10771..92) 

70.0 638 51.3 10.3 30.8 

1969 
〈10681.70 

66.6 
く10733..36〕

72.3 5.7 795.9・ 銘4 13.1 29.4 
〈17147..97〕 〈17980.〕5 〈18121.5o〉 〈81404.〉6 4.1 〈S14630.3〉 (1∞〉1宮70

737 64.1 12.4 33.1 

1971 
〈10826..36〉

81.3 
〈10878..28) 

86.5 5.2 928.8 
(108) I 

68.8 12.5 33.4 799 

〈18835.事34〉 (10宮74..13〉 (117) 
1972 84.0 92.7 8.7 1α)6.2 77.4 6.6 30.1 

〈19104.64〉 く18984.77〉 く126)
1973 92宮 97.0 4.1 1083.6 15.5 37.4 

(110075..7 1〉 (136) 
1974 103.9 86.0 11. 3 36.1 

〈11008764〉〈101358.S3 (110148.-713 〉 1〈21022.〉9 7.3 〈1220596.2〉 (146) 1975 
86.4 19.2 34.6 

1976 〈101478.〉1 l1(2181.1。〉
10.9 1345 89.0 18.1 (37.3)‘ 

1977 く111045.〉5 (122218.〉3 
11.8 1437 92.0 18.5 (38.6)* 

1(21507.) 1 uく23s2.〉7 
9.6 1537 1∞.0 20.1 (39.6)場

(J57) i 

。3m出
(157) I 
120.1 I 

く233)I 
部 6I 10.5 i 1鴎 i 101.01 19.1 

総 1凡くH.X. 68> 
2要1.くH.X.75>( )は対前年比 (c.56)，絶対数は c.495， 1969年価格表示

:Z:22:怠二ZLAJ;1279zmとLた指数 (c.47). 絶対数iいおに 1雪69柑格を 1973持続示で一部修正・
51ll.くH.X. 75) c. 511. 68年価格.( )内 c.56.対前年比
6列.(H. X. 79) c.浅ま3.73年儲格， 1969年 1月1Sの見事責勺錨絡をベースとし. 1973年 lJ'lIS導入された鮫錬の新卸売鰭絡を考慮
したもの。( )内 c.45. 1965=100の指数
51喜.(H. X. 79) c. 54， 55. 
9宛.<H. X. 75) c. 59. 
10孔姻著 fツ速の経済統計Jl(アジア経済研究所)p. 128 (55年錨絡〉
L a 係数=1.06として推定〈本文をみよ〕。
経常鍾絡表示。
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Table 8支出構成比計算データの帯出 (2)

s 生+産(H国)民〕十所減得和制 i〔函消均一費十 V 

① ② 

1960 34.0 37. 7 

1961 35.5 38.0 

1962 39. 7 42.5 

1963 44.0 46.4 

1964 45.9 49.3 

1965 46.6 51. 2 

1966 50.3 55.0 

1967 53. 7 59.5 

1968 57.4 61. 6 

1969 66.6 66.6 

1970 79.9 76.5 

1971 85.8 81. 3 

1972 90.1 84.0 

1973 98.6 92.9 

1974 104.5 97.3 

1975 111.6 105.6 

1976 114.0 107. 1 

1977 117.6 110.5 

1978 127.8 120. 1 

1979 

特第7衰の項番号
州 1971年一75年の5か年聞の αの平均

αz①!@ α・(11)特:α・dφ

③ ④ 

0.9125 

0.9342 

0.9341 46. 7 

0.9483 37.6 

0.9310 43.3 

0.9102 48.4 

0.9145 48. 5 

0.9025 30.9 

0.9318 47.8 

1. 0000 53.5 

1. 0444 66. 9 

1. 0554 72.6 

1.0726 83.0 

1.0614 82.2 

1.0740 92.4 

1. 05侃 91. 3 

1.064伊勢 94. 7 

1.0640*特 97.9 

1. 0640骨骨 106.4 

α・(12)特出α・R

⑤ 

(A 7.ω〉
6.4 

2.6 

ゐ1.6

1.8 

22.8 

9.6 

13. 1 

12.4 

13. 1 

7. 1 

16.5 

11. 7 

20. 7 

19.3 

19. 7 

21. 4 

(経常価格への換算〉

α・(7)恭口α・F

@ 

4.5 

2.2 

0.8 

1.9 

4.2 

4.6 

4.6 

7.9 

5. 7 

4.4 

5.6 

9.2 

4.4 

7. 1 

7.7 

11. 6 

12.6 

10.2 

蹴

泊

綱

引



ソ連のマクロ経済指標の統計分析

69年価搭，および73年債務による一部修正面格表示である。発表されているインデック

スおよび，互いに重複している年次の異なる系列数値の比較により，比例計算でそれを同

一系列 (73年系列〉に統ーした〈第7表第3列〉。こうしてえた V値(第3列)を第8表，

第 1列と詑較することで，デフレーター〈α)を計算し，それを8表の第3列に示した。一

方，比較錨格表示の .do，pは，公表統計からとりだすことができ，減耗部分 (R)につい

ては，R=Kー(.dφ+f)で計算した(第7表 117U，7列， 12列〉。ついで，それぞれに先
のデフレーター(インフレーター)(α)をかけ，.do， R， 17を経常値格表示に換算したく第

8表，第4'"'-'6列〉。この段階で，我々は次の興味深い恒等式をうるO

、消費十Jf/J+R+s+流動フォンドの増加 (.dM'+r+P)=生産国民所得÷減価償却〈すべ
て経常価格〉。

この式を利用すると， 1976年以蜂発表されなくなった「流動フォンドの増加」を， α係

数の安定度に依拠して (1971 年 ~75 年の平均値 α= 1.06)， 推定することが可龍にな

るG また，JM'は産業の在庫統計から求めることができるので， r流動フォンドの増加J-
(.dM' + 17)を用いると，P (富家予嬬+コルホーズ在庫増)を，分離することができるG
以上の計算をもとに， 国内総生産 (GDP)の支出構造を求め(章末第9表)，それをグ

ラフ化し(第3図)， E本のそれ〈第4図，章末第10表〉と比較しよう O

この再グラフを観察するといくつかの点に気付く O 一般にソ連の支出構造は，日本のそ

Diagram 3. Percentage distribution of Gross National Expenditure (USSま〉

月
【

i

ノf
 

6 
@ 

(z)5 

「
i
L
i
i
F
iし
「

i
L
i
-
-
L
%

J

Q

d

Q

U

門

i

p

O

巧

t

F

b

P

3

4

t

I

i

A

U

Q

d

C

O

門

i
n
h
U

J

-

G

%

1

1

〉
1

1

7

7

6

〉

6

6

6

L

(

3

i

一

n，
ム

f

、 ③ consumption for col1ective needs 

② private consumption expenditure 

①consumption ②÷窃)

-1-----1 

60 61 62 63 64 65 同 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78年

- 33ー

O 
/0 

26 

25 
ヨラ
24 -

之3

内

L
'
o
-
u

つh
M
q
J
Z
d

爪宮

4

3

2

 

F
h
d
p
h
d
p
h
u
 

51 

50 

49 



Diagram 4. Percentage distribution of Gross Natonal Expenditure Oapan) 
。/
〆"0

16 

6

7

6

 

/

円

。

宮

d

⑤ export and others 

{ 

35 / 
@) increase 
in stocks 

4

3

2

 

q

3

q

J

q

d

 

③
 

31 
③ gross fixed capital formation 

A
U

』

U
A
U
Q
o

q

δ

O宇
氏
V

F

H

d

F

h

v

a

a
望

F
同
d

p

h

u

。
f 
② general government 

consumptlOn 
f 
CD private 

consumption expenditure 

52 

50 L.-I1__1  
6061626364656667686970717273747576774t 

望月喜市

-115 

@@ 
14 
% 

13斗6

12→5 

11寸4
@) 

10斗3

9~2 

/一

0
2
i

-io--A 

10 

② 

9 

8 

れに比較して安定度が高い。日本の場合国定資本形成比率が大きくサイクルをえがいてう

ねっており，それを補填するかのように政府の経常支出が操作されているようにみえる。

ソ連では，総国定資本形或比率は， 73年に1.5%程度の落込みをみせたが，それ以外は，

殆んど嘗に増加関数であり，それが消費比率に喰込んでいる。在庫投資誌率は，むしろ縮

小傾向にある。消費面では，集団的消費比率が増大し，個人的消費比率は額向的に低落し

ている。務費支出比率は， ソ連の方が平均して 1973年までは高いが， 1975年から日本の

漉費支出比率は約68%で， ここ 20年間のソ連の平均泊費支出比率68.0%弱と殆んど同

じ比率となっている。 B本は第一次オイルショックの 73年から， 消費支出比率が急激に

上昇し，固定資本形成比率を結小させたが，それ以前の向指標の動きは両国でかなり似か

よっている。ソ連の産業在意投資比率の過去 11年間の平均は 3.41%で「富家予備÷コル

ホーズ予備Jの増加の平均拭 3.6%である。蔀者は日本 (12年間平均3.1%) と比較して

間程震である。

ソ連では， r純輪出十損失」がつねにプラスであったが，それは「損失jが大きいことの
裏がえしでもある。霞内錨務建てでみて，貿易額が入超となったのは， 1960年以降では，
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成長率と蓄積率との欝係Table 11 
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〈注〉

貿易比率を拡70年代に入って，60年. 64年. 72年. 75年， 76年の 5年間にすぎない。

大する政策をとっていることは，第3図から明瞭でるる。

次に，国民所得の成長率と，蓄積率との関係を検討する。罵知のように

.dY K .dY 
Y-Y-K 

の関係式が成立するから，成長率と蓄積率とを結合する係数は，資本生産性である。第 11

表に示した蓄積率は. (1ー消費率〕で誕定している。海外からの純所得が大きい場合に

は，この指標は蓄積率として利用し難いが，第9，10表にみるように，日ソ共この比率は

あまり大きくないから，開題ないと思われる。 11ー消費率Jと成長率とを比較する経済的

意味は，現在の消費の繰り延べ(欲望の抑制〉が，将来の果実(成長〉としてどの程度報

いられているかを示す指標としてそれを考えることができる点にある。

みられる通り， ソ連の場合は， この期間は大体31%----34%程変の蓄積率を採っている

が，成長率は実糞では殆んど変化していなし、。 このことは， 経済の効率が0.16程変で安

定していることを示しているが 1972年以前の呂本のそれと比較してメ程度の効率である O

しかしそれが経済管理運営の非効率化を直ちに意味するものではなく，たとえば資源開発

条件の悪化，天侯条件，輪送距離の増大など，といった白熱的生産条件の影響や海外援

助，軍婿，宇宙開発などの重荷の影響も考慮、して，その原因を探究する必要がある。
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Daigram 5. The rate of growth of GNP 
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Daigram 6. 

Nation且1Income 第 11表の第1列と第5郊より作製。
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ソ連のマクロ経済指標の統計分析

Daigram 7. The trend of increase of incompleted fi.xed capital formatIon ratio 
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同じ方法を日本に適用した場合どうか。日本の蓄積率は， 1968年から 73年の5年間は，

大体40%レベノレを保ち， 第一次石油ショックの 73年以降蓄種率は急激に 32%まで約8%

の抵落を示した。実質成長率はこの間 13%から， 6.4%に低落しているO これを概観する

ほY¥
と， 60年代の後半から 70年代前半にかけてE本経済のパブ万一マンス(玄)は， ソ連の

それより 2倍程度良好であったが， GNP成長率の下落の角度は日本の方が1975年までは

大きかったく第5国)。両者の額向線は74年で交差し，上下が逆転している。もっとも宮

本の方は景気錯環を示すから，もう少し複難になる。第一次石油ショック前の日本経済が

ソ連に比べやや大きな蓄積率でかなワ高い或長率を示していたことは，この段措での日本

経済の効率のよさを示すものに他ならなし、。 76年以降，日本の GNP成長率は§劣弱の安

定成長軌道に乗り， ソ連は 4------3%乃至5%レベルの低速を続けている(第11表，1列，2列，

S列を参照、)。

つぎに， 未完成投資増加額の対 GNP比率の動態を観察しよう。第7図に示したよう

に， 1962年から 1979年にかけ，次第にこの比率は上昇している。 これは，建設に対する

総花投資の結果として，かねてからソ連の指導層が批判しているもので，こんどの 5か年

計彊では，欧露部では新規企業の建設は必要やむをえ記いもの以外立一切行なわず， 専

ら近代化投資にまわし，新規建設は欧露部以外の開発重点地区に集中することが決定され

た。この効果がどのように，未完成投資の縮小に貢献するかは今後をまたねばならない。

最後に， 生産効率に関する一連の指標を検討しよう。(章末第 12表)に，総国定フォ

ンド生産性，生産居定フォンド生産性，労働生産性指擦を示した。第8図に示したように

二つの生産性とも漸減額自にあるO 生産的固定フォンドの生産性はマイナス勾配0.0079%

の傾向線上にあり， 労働生産性は，同じくマイナス 0.0076の傾向線上にある。ついでな

がら，日本の毘定資本生産性も同様に抵下傾向をもち， 1960年=0.88，1963年=0.80，

1978年=0.66で怠った。フォンド装稿度は，年間平均プラス 0.175の額向線上にあるO

これは「有機的構成J高震化という一般法期の反映であるO

次に，経済全体として， 1次向次のコブ・ダグラス型の生産関数を仮定し，

(1) logY=A+αlog K+{工ーα)log N+釘

工〉 α>0， 0>0 

Y:国民総生産，K:固定フォンド，N:労働力。 A，α，θはそれぞれの定数で、あり， θ

は技能進歩率を示し tは時間を示すものとする。

(Y/N)=y， (K，戸V)=kとおけば，
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上式より，

~ l~y=A+α logk+ θt 

これを tに関して徴分し，dyjdt=y， dkjdt室長とすると，

(3) (y/y) =θ÷α(是/k)
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ソ連のマクロ経済指標の統計分析

この式を利用して，技街進歩の経、済成長への影響を計ることができる230

(3)式に必要な資料は，第 12表「生産効率関係指標」の第 10列，第 12列で与えられて

いる。これをグラフにえがき，それに一次直線をあてはめると，沙ly)=4.15+0.0299(長Ik)

となるO したがって()は 4.15となり， 労働生産性の平均上昇率は約 4.8であるから，

生産性向上の約 86%は，技術進歩によって説明されることになるo 日本の場合には， 詞

じ方法で測定して， θは 6.85%， 労暢生産性の成長率は 8~9. 6%であり， 70，.....，85%が技

術進歩により説明されることになる。

以上の分析を通じて，日本もソ連もかなり蓄積率の高い国であり，成長率も高い国であ

ったが，日本の方が，もう一段経済効率においてすぐれていたようにみえる。今後ソ連経

湊としては，定常的な成長率低落傾向にどこで歯止めをかけるのか，低落額向の主要国は

何なのか，シベリア開発や農業の非黒土地帯開発投資，軍事費，宇宙関係費，対外援助費

などソ連の抱えている経済の萄重負担がどの程度成長の是をひっぱっているのか，経済管

理の改善の効果は成長率に一定のプラスの影響を与えうるのか，などこんごに残された分

訴されるべき諸問題は余りにも多いのである。

章末(注〉

固定フォンドの再評殖につレて(くH.X. 1972) c. 61) - rソ連邦閣僚会議の決定により， 1971-72 
年にソ連邦の回定フォンドの総体的棚卸しと再評価を，再生産価{直 (COB予eMeHH8匁IiJIIi BOCCT8HOBIi-

TeJIbH8沼〉にもとづいて実馳した。経済計算棋をとる国営企業，湯河組合企業，社会化企業・機関およ

びコルホーズの固定フォンドは， 1972年 1月1日時点で再評価が行なわれた。国家予算施設・機関の畠

定フォンドは. 1973年 1月1日時点で再評価が実寵された。

国定フォンドの再生産鏑短は， 1967年7月1日から実施された，鉱工業卸売値格，電力・燃料・貨物

輸送料金を基礎とし， その後 1970年 1月1白から一部の生産物について実諾された価格の変更， およ

び 1969年 1丹1日に設定された建設業における見積りノルマ， f酉措，料金を考意して決定された。

再評価の結果， 1972年 1月1日時点でのにハズラスチヨット企業およびコルホーズの〕固定フォンド

儲{直は，再評語以前に，企業体の貸借対照表に記載されていた評価額 648.5 (10億ルーブノレ〉に対 L，

721. 5 (10億ループル〉になった。すなわち， 73 (10龍ループル〉もしくは， 11%の価誼上昇となっ

た。さらに，生産的固定フォンドの橿il直は， 527 (10億ループル)(全体の 73%)で， 非生産的国定フ

ォンドの錨寵は， 194.5 (10露、ルーブル)(27%)であった。

固定フォンドの大部分の取得幅値は， 106 (10寵/レープル)16%だけ評価が引上られ， 残存価値は，

33 (10龍ルーブル)5おの評価引下げとなった。

再評価過程で，固定フォンドの物理的聾耗は，再生産価症の 25%であると決定された。

固定プオンドの再評舗と同時に，生産設備の悉皆調査 (rreperrIiCb)が行なわれた。経済計算企業・議

関の固定フォンドに含まれてレた，動力機，作業機，計算機が，謂査対象とされた。

以下で拭，再評価の結果が表示されている (CTp.62-67)として，約 5ページにわたり建物，建造物，

機械・設備ー等の対象別，鉱工業，農業生産企業部，工場到，対象51!]に再評語の結果としての評櫨額，取

得価値に対する再生産価植の比率，再生産錨佳に対する物理的減耗率などが記載されている。

むこの測定方法は， u日本経読事典II(B本経済新開社)34ベージより借用した。
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Table 9 The Structure of Gross Domestic Expenditure of USSR (at current prices， billion rubles) 

1鎖調。 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 I~平ル均7(83Z年〕
Gr岨sDomestic Product 1 168.5 178.6 192.2 201.2 216.9 お3.0 249.2 273.1 296.4 317.8 350.1 370.3 384.4 415.2 437.5 

455.9 綿3.6 510.5 お5.3

トーー-由F 一
Private Con制 mption 2 93.9 96.7 100.0 110.3 115.5 124.9 133.2 144.0 155.2 166.1 177.9 187.8 198.1 207.1 218.1 

231.8 (243.0) 【254.9)(267.1) ω'.5 

E:富penditure (55.7) (54.1) (54.6) (54.8) (53.3) (53.6) (53.5) (53.0) (52.4) (52.3) (50.0) (50.η (51. 5) (49.9) (47.6) (50.8) (50.2) Eω.0) (49.9) 

Consumption for 3 25.0 26.9 28.8 30.7 33.5 34.3 38.1 43.3 47.6 50.6 54.5 58.5 62.8 68.3 72.9 
77.5 (80.4) (R4.9つ (89.9) 16.4 

Collective N僻ds (14. 9) (15.1) (15.0) (15.3) (15.昏4) (14.7) (15.3) (15.9) (16.1) (15.9) (15.7) (15.8) (16.3) (16.4) (16.7) (17.0) (16.6) (16.6) (16.8) 

Cons岨凶on (2)+(3) 4 118.9 123.6 133.8 141.0 149.0 159.2 171.3 187.3 
2似 8 216.7 公12.4 246.3 260.9 275.4 291.0 筑)9.3 お!3.4 339.8 357.0 56.9 

(70.6) (00.2) (00.め 。0.0) (鴎.7) (68.4) (68.8) (68.6) (68.4) (68.2) (66.4) (66.5) (67.9) (66.3) (66“め (67.8) (66.9) (66.6) 〈侃7)
Gr叩sfuced 

∞u |(231 

91.3 99.3 1ω.1 山ド197lm41mlllm 24.8 
Capital Formation (22.0) (22.8) I (24. 1) (24.η (25.8) (24.8) (25. 4) I (26. 3) I (25. 9) I (25. 2) I (25. 8) 

Net fixed Capital 6 40.1 48.4 47.7 関.5 67.4 72.6 83.0 82.2 92.4 91. 3 94.6 97.1 106. 3 19.3 

Formation (4(1) (18.5) (20.8) (16ら1) く16.8) (19.3) (19.6) (21.6) (19.8) (21.1) (20.0) (19.6) (19.0) (19.9) 

C側 ump伽nof 7 5.9 9.6 13.1 12.4 13.1 7.1 16.5 11.7 '}j).7 19.2 19.5 21.4 3.5 

Fixed Capital (R) (0.3) (3.2) (4.1) (3.5) (3.め (1. 8) (4.0) (2.η (4.5) (4.0) (3.8) (4.0) 

一 一 一
Incr伺eof Incompleted (y) 8 4.5 2.2 0.8 1.9 4.2 4.6 4.6 7.9 5.7 4.4 5.6 9.2 4.4 7.1 7.7 11.6 12.5 10.2 1.9 

Fixed Cap. Formation (2.5) (1.1) (0.4) (0.9) (1.8) (1.8) (1.7) (2.7) (1.8) (1.3) (1.5) (2.4) (1.1) (1. 6) (1. 7) (2.4) (2.4) (1.9) 

Incr創刊 in 9 13.1 19.9 23.0 22.9 23.7 28.7 27.8 20.9 33.0 29.0 
問 913211 ぬ41a1 7.0 

Stocks (.4M+P) σ.め (7.5) I (6.6) (8. 5) I (7. 8) (8.0) (8.4) σ.7) (7.5) (8.2) (7.5) (5.4) (7.9) (6.6) (5. 9) I (6. 6) I (6.9) I (6. 6) 

戸間h&田R瓦鶴畑鎗区恒了型dN値山圏一二崎←a】R〈ad町酌〈刊P) 
10 7.1 10.1 4.9 9.5 13.5 11.0 7.0 14.6 11.8 12.1 18.3 15.6 13.3 17.8 17.1 16.9 3.4 

(3.5) (4.7) (2.1) (3.8) (4.9) (3.7) (2.2) (4.2) (3.2) (3.1) (4.4) (3.6) (2. 9) (3.η (3.3) (3.2) 

一
14.3 

一
11 6.2 8.4 13.2 10.4 9.5 11.9 16.7 14.1 16.0 8.8 14.7 13.4 13.6 18.3 18.2 3.6 

(3.1) (3.9) (5.7) (4.2) (3.5) (4.0) (5.3) (4.0) (4.3) (2.3) (3.5) (3.1) (3.0) (3.0) (3.6) (3.4) 

Net Export & L欄 ゆ〉 112|22
(1.3) (1.1) I (1. 1) 

22l16|31132145lu  
~1) I~nl ~~I ~~I ~~I ~~ 

52147149l331371Mlula7lulu|11  
~~I ~~I ~~I ~~I ~~I ~~I ~~I ~6) 1 ~~I ~~ 
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Table 10 閤民総生産と総支出の構成(日本)

ニニ孟二二一一一一一年一官 l昭和27年|昭和泊年l昭抑9副白雨前向山市福平泳
料亭両元福i悶均年1雨間前扇両]町議

一一一工工ヱj1952 I 19臼竺l竺6 竺上1蜘 19ωI 1叩}_1_1巧_1_1 19621 1制

国民所得(著書繁費用表示の闘民純生産)(2. 10) I 81. 8 79. 7 84. 2 82. 
3 82. 1 83. 2 81. 6 81. 0 81. 9 79. 4 

81. 9 80.6 
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ソ連のマグロ経接指壊の統計分析

A Statistical Analysis of Macro-economic 

Indexes of the Soviet U nion 

Kiichi MOCHIZUKI 

1. Clarifying the conception of capital stock statistics 

In this paper， 1 wiU focus on the problem of clarifying of the concept of capital 

stock statistics. There are several important difficulties involved in making such an 

analysis， ie.， the problem of evaluating assets and the fact that the statistical concept 

is not always defined in the statistical year book of the Soviet Union. For example， 

there are at least four kinds of stock-related statistics: investments (K)， putting into 

operation五xedassets (V)， increase of五xedcapital (Jφ) and accumulation of national 

income (NY)， and the last item is usually shown at current prices while the others 

are listed at constant prices. Also as no deflatores are given， they must be de-

termined from other data. Another di伍cultyis determining the relation among these 

four concepts， and， in addition， as far as 1 am informed， there are scant studies in 

the Soviet Union which attempt to de五ne these concepts， moreover， those which 

have attempted to have concentrated on the五nancial or income accounting table 

without applying to it statistical data. Using the new book by S. V. Kazantsev， 

“Macro・modelBuilding of Reproduction on an Expandad Scale" (Novosibi1sk， 1980)， 

1 have attempted to clarify the relations among the above-mentioned concepts and to 

apply them to 0話cialstatistical data. As a first step， from Kazantsev's mathematical 

formula， 1 constructed a diagram showing the relations among the concepts (see the 

Diagram). 

L: Labor force in productive sectors 

φFixed capital 

K: Investment or Gross fixed capital formation 

V: Putting into operation fixed assets 

，，: Increase of incompleted fixed capital formation 

11M: Increase in industrial stocks 

P: National reserves and reserves in Kolkhoz 

dφNet五xedcapital formation 

R: Consumption of fixed capital 

D: Depreciation 

ND: Capital formation from depreciation fund 

NY: Capital formatIon from national income fumd 

H: Increase in working capital (including ，，) 

U: Final product 
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Y: National dividend 

Yt: National income (produced) 

s: Net export plus 10ss 

C: Intermediate products 

M:“C plus 11M" 
The relationship among these concepts is shown in the diagram. The following 

explanatory notes are included， 

f 8-an item number in Table 1 (see the text p. 18) 

j子日。JL-indicates an item 
\~竺~I V 1 

196.1一五gureof 1975 in the Soviet Umion 

E二J-givenvariables 
( )-independent variables 

By using this diagram， the following formulas were revealed: 

V =L1tP+R=NY十D， K= V +J7=4tP+R+ V 

2. Showing the rela土ionbe主weentwo statisticaI data 

a主currentprices and at constant prices 

It is possible to formulate the following relation from our analysis: 

Consumption + V + s 十Increaseof working capital 

= Produced national product + Depreciation 

The formula enables us to obtain data on all the elements expressed at current 
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ソ連のマクロ経済指標の統計分析

prices， expect V， from the statistical year book of the Soviet Union. Therefore， by 

comparing V (at current prices) as a residual of the above-formula with V (at con-

stant prices) directly taken from the year book， we obtain the {ollowing de韮ators:

1960-0.9125， 1965-0.9310， 1969--1. 0000， 1975-1. 0568， 1978-1. 0640 (for details， see 

Table 8 in the text， p. 32). And using the defl.ators， it is possible to determine K， 

dφ， R and 17 at current prices. Furthermore， it is possible to separate variable P 

from 11M and f7 by using the following equation: 

Increase of capital working = 11M + 17 + P 

(to五nddata of 11M， see “Final inventry statistics" in the statistical year book of 

the Soviet Union) 

3. Some conclusions from the analysis 

By evaluating each of the elements at current prices， we are thus able to 

de長ne“thestructure of gross national expenditures" (see Table 9， 10 and Diagram 

3， 4 in the text， p. 40， 41) of both countries， Japan and the Soviet Union. By com-

paring them， we五ndthat the structure of expenditures in the Soviet Union is more 

stable than that of Japan. The average ratio of Soviet consumption expenditures 

was higher， but from 1973 to 1975 that of Japan climbed nearly to the level of the 

Soviet Union. This indicates that after this time Japan continue to show a stable 

growth pattern which depended mainly upon consumption demands and exports and 

not so much on investments. 

In order to compare economic e話ciencyof investment， 1 have prepared three 

time series of the rate of growth of produced national product， GDP (real) and GDP 

(nominal) for the Soviet Union (see Table 11. p. 35 in the text) ， and in the case of 

Japan， 1 used a serIes of the rate of growth of the GDP (real). The equation 

AY 11Y K 
y-=-j( • y suggests that the e缶ciencyindex (AYjK) can be deduced from the 

given data， AY/Y， K/Y. As illustrated in Table 11， before the "oil shockヘJapanese
economy showed an e伍ciencyindex which was nearly twice as high as that of the 

Soviet Union; however， as the crisis subsided， the e缶ciencyindex of Japan dropped 

sharply to that of the Soviet Union. 

Next we measured the technical progress of the Soviet Union by using the 

following formula (Cobb-Douglas function). 

log Y=A+αlog K+ (工ーα)log N+Ot 

1>α>0，θ>0 

where Y: GDP， K:五xedcapital， N: labor， 0: the rate of technical progress， t: time， 

αcoe缶cient.

From the above formula we get: 

(yjy)=0十α情的)
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where 

y=YjN， kaKjN， 

By applying the real data to it， we obtain 

dv 
y=去 k=~き-dt 

yjy=4.15+0.0299(均的， θ=4.15 

望月喜市

The growth rate of labor productivity of the Soviet Union was about 4.8% a 

year， that is， 86% of it could be attributed to technical progress. In }apan，θ=6.85， 

the growth rate of labor productivity was 8-9.6%; that is， about 70-85% of the 

productivity could be attributed to technical progress. 
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